
　その展開はやはりスピーディで
あり、特に入札や先方実施機関と
の調整といった面で、JICSが培
ってきた調達代理のノウハウが生
かされていると言える。今回の沖
縄セミナー開催を契機に、JICS
では特に大洋州諸国における事業
権無償案件を１件でも多く形成支
援・実施していきたいとしており、
例えばJICAのPPPインフラ事業
調査や中小企業・SDGsビジネス
支援事業などを活用し、先行調査
を実施している事業、またODA
案件や自己資金によるパイロット
事業など先行案件を実施している
ものなど「熟度」を指標に据え、
企業などによる案件形成支援に積
極的に対応していく考えだ。
　「官民連携のスキームは多様化
しているが、調査を主眼としたも
のが多い。その“出口戦略”の一
つとして事業権無償の存在を念頭
に置いていただきたい。先行する
調査のあり方も自ずと変わってく
るはずだ」と強調する友繁、加藤
の両氏。より良い提案や事業形成
がなされるよう制度改善の提言を
含め、事業全般のブラッシュアッ
プにも努めていく方向だ。

ら、事業権無償やJICAの海外展
開支援、さらに地元・沖縄県の支
援制度などが紹介されたほか、個
別相談会や情報交換を兼ねた名刺
交換会も行われた。参加者は27
の企業・団体・自治体などだ。
　加藤氏と同じセクションで、ミ
ャンマーの事業権無償を担当する
友繁孝亮氏によると、沖縄での開
催にもかかわらず、当日は首都圏
のゼネコンやメーカー関係者の参
加も目立ったという。「事業権無
償に対する参加者の理解も深まり、
セミナー終了後の名刺交換会では
有力なパートナーとなり得る企業
同士の交流が促進され、事業形成
の第一歩を踏み出す機会を提供で
きた」と、友繁氏は沖縄セミナー
開催の手応えを話している。複数
の企業からのコンタクトや追加的
な相談もJICSに寄せられている
とのことで、友繁、加藤の両氏は、
類似のセミナー開催など、事業権
無償の活性化に向けた活動を強化
していきたいとしている。

有力な出口戦略として

　さて、事業権無償の第一号で、
JICSが推進にあたるミャンマー
の「ヤンゴン市無収水削減計画」
（E/N締結：2015年３月19日、
供与額：21億600万円）は、入札
による事業者選定を経て、16年
10月にはODA事業契約を締結。
すでに設計を終え、施工も本格化
している。また、カンボジアの
「コンポントム上水道拡張計画」
（E/N締結：2017年３月30日、
供与額：32億7,100万円）は、事
業者選定にかかる入札を公示し、
選定に向けた手続きなどを進めて
いる状況だ。

持続的な事業展開を目指して

　事業・運営権対応型無償資金協
力（以下、事業権無償）は、
2014年度に創設された官民連携
（PPP／PFI）型事業だ。実施フ
ローは別図をご参照いただきたい
が、骨組みは民間企業からの事業
提案を受け、政府開発援助
（ODA）を活用しながら、施設建
設から運営・維持管理まで包括的
に実施していくもので、日本企業
が持つ優れた運営・維持管理など
のノウハウを注ぎ込みながら、開
発途上国の課題解決と日本企業の
海外展開を後押ししていく狙いが
ある。
　対象分野としては、事業の持続
性確保の観点から、使用料など収
入が見込める上下水道、廃棄物処
理、電力・再生可能エネルギー、
鉄道・港湾・空港・道路などの公
共インフラ施設が有望であり、施

設建設・整備はODAと民間投資
で推進し、運営・維持管理につい
ては、先方実施機関から事業・運
営権を付与された形で日本企業が
中長期的に、かつ主導的に実施し
ていくというのが基本的な構図だ。
　本事業のポイントの一つは、民
間事業者から提案される事業計画
の熟度に対応し、①調達代理機関
方式と②国際協力機構（JICA）
方式の２つの入口が用意されてい
ることだ。比較的熟度の高い案件
は①の方式で、また実施可能性を
含め、さらに追加的な調査を実施
し、事業計画を詰めていく必要の
ある案件については②の方式で対
応していく。したがって、②の
JICA方式ではE/N締結に先立ち、
協力準備調査などの実施が求めら
れるのに対し、調達代理機関方式
はこのステップが省略され、事業
展開の迅速性という点にその特徴
があると言えよう。
　これまでの実績は、調達代理機
関方式によるものが５件という推
移になっており、うち３件の実施
に当たっているのが（一財）日本
国際協力システム（JICS）である。

手応えあった沖縄セミナー

　政府の「質の高いインフラ輸

出」政策などに呼応する形で、
JICSは近年、官民連携分野に対
する取り組みを強化しているが、
その一環として注目されたのが
2018年10月、JICSが主催した沖
縄セミナーだ。テーマは「ODA
を活用した日本企業の大洋州にお
けるインフラ展開支援セミナー～
事業・運営権対応型無償資金協力
を中心に」。
　昨年５月、福島県いわき市で開
かれた太平洋・島サミットで、大
洋州諸国の政府関係者から、日本
からの直接投資や企業進出に対す
る強い期待感が表明されたことを
受け、JICSが外務省とも相談の
上、企画・開催に漕ぎつけた。
「沖縄は海に囲まれた島嶼県。地
勢的に大洋州諸国と共通する点が
多く、浄水や電力関係など沖縄企
業が持つ技術やノウハウも生かし
やすい」と、沖縄開催の背景を説
明するのはJICS業務第三部業務
第一課の加藤明日香氏だ。カンボ
ジアの事業権無償も担当する。
　プログラムは、大洋州諸国に対
する日本企業の進出促進の視点か友繁 孝亮氏
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